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１ 連邦閣議：農村地域発展に関する第４次報告書を閣議決定

ーこの 10年間、小ー中企業と多くの人々が農村地域に移住（2024・11・13）

ドイツの農村地域は魅力的である。この 10
年来、多くの人々が都市圏から農村に U ー
ターンしている。これには特に中小企業の経

済力が貢献している。これはドイツにおける

総付加価値のほぼ半分を生産している。

都市圏からの熟練労働者が移住

これは「農村地域発展のための第４次報告書（2020-2024）」が示しており、
今日（11 月 13 日）にオズデミール大臣が閣議に提出し決定された。この報告
書は 2011 年以来 4 年毎に閣議に提出され、そしてこの立法期間中に政府の実
施した農村地域発展の政策が包括的に記述されている。

農村地域における中小企業の分散型経済構造は、大きな回復力を提供してい

る。これは都市圏や人口稠密地域よりも、明らかに低い失業率と結びついてい

る。さらに再生可能エネルギー生産の強化によって、新しい経済的なチャンス

が生まれている。今後挑戦すべき課題は、熟練工の不足、人口動態の変動への

対応、農村医療の円滑な提供そして持続可能なモビリテイ（交通の利便性）で

ある。

これについてオズデミール大臣が述べた：”この報告書は農村の力を示して

いる。私は現地における多くの動きの中で、再三農村の力と人々のコミニュテ

イ意識の高さを体験している。農村地域は生活のために良い場所だけでなく、

ドイツの経済的強さの鍵でもある。農村地域の行動する人々のふる里でもある。

特に中小企業は就業・技術訓練の場を創り出し、そして自らの地域を持続可

能に強化する。
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同時に農村地域には、多くの課題が生じている。多くの人々が高齢化し、そ

して都市圏からの U ーターンがあるものの、人口は減少傾向にある。熟練労
働者や医療従事者の不足は、企業にも影響を及ぼす。しかし、一方ではこの課

題克服によってまさに農村地域は、現在の変動の勝者となる。つまり、重要な

将来的課題を決定づけるのは農村地域である。具体的には、エネルギー転換と

持続可能なモビリテイ、持続可能な食料の確保、多くの小中規模な手工業ー工

業経営、自然―洪水防護、自由な民主主義といった多様性である。

我々は農村地域を確実にかつ安定的に支援する。我々は国の財政事情にも拘

わらず、EU の共同課題「農業構造と海岸保全の改善（GAK）」を高い水準で
安定して維持する。そのため、私はあらゆる力を投入する。私は全ての人々に

呼びかけたい。現在の困難な状況の中で、さらに明確な視点を保持する。農村

地域は信頼できる奨励の枠組みを必要としており、農村の力はそれにかかって

いる。

我々は不要な官僚主義の排除でもって、我々の目的に一歩一歩近づいている。

ドイツにおいてそれぞれがそこで生活し、そして働くことができる。我々は

共同で都市と同価値の生活関係を創出し、全ての人々にとって力強くそして持

続可能な将来を創り出す。”

この報告書の要点：

ー ドイツ全体の移住：ドイツにおける人口の 50%以上が農村地域で生活して
いる。この 10年来、多くの人口が大都市圏から農村地域に移住している。

ー 経済力：経済力の多くは農村地域に存在している。総付加価値の 46%が、
農村地域において生産されている。中堅企業（中小企業）の約半分 以上

がここに本拠地をおいている。

ー エネルギー転換：ドイツの約 90%は農村地域である。農村における再生可
能なエネルギー生産は、地域に新しい価値創出のチャンスをもたらす。

構造的に弱体な地域でも。ここには陸上風力エネルギーの 79%、そして地
上設置型太陽光発電が 68%設置されている。

ー 労働生産性と失業率：ここ 20 年で労働生産性が約 12%向上し、そして大
都市圏（3%）よりも明らかに高まっている。また、失業率は大都市部が 7%
に増加したのに比較し、農村地域では急激に低下して昨年 4,6%となった。
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ー ボランテイアそして連帯：農村地域において多様な方法で、人々の 1/3 以
上がボランテイアに参加している。これは任意の消防隊、村の店、教会、

スポーツ団体、文化団体、地方議会など、様々な方法で活動し連帯を強化

している。農村の現地での生活を円滑に機能させ、これでもって民主主義

が地方で成長している。ボランテイアに参加する人が、我々の社会形成を

支援してくれる。

連邦政府は農村地域をどのように強化したのか：

ー エネルギー転換と農村地域の収益向上：エネルギー転換は農村地域にお金

をもたらす。再生可能エネルギー法（EEG）は、再生可能エネルギーの拡
大からの収益は、地域の人々と地方自治体にもたらされる。つまり、この

収益は経営者のみならず、農村地域全体にも波及効果をもたらしている。

ー 緊迫している連邦財政：現在、連邦財政は緊迫した状況にあるにもかかわ

らず、農村発展のために EU 共同課題「農業構造と海岸保全の改善」の政
策でもって、9億 700万ユーロ（約 1,542億円）を確保している。また、地
域経済の奨励、小規模町村への奨励並びに公共交通機関支援のための財政

も維持している。

ー 農村地域の生活の質的な改善：連邦政府は、様々なイニシアチブと奨励プ

ログラムでもって、農村地域の生活の質的な改善を図る。特にモビリテイ

ート、健康とデジタル化の分野でオンデマンドバス（予約型バス）、農村

地域の医療奨励、ブロードバンド（高速・大容量通信の可能なインターネ

ット回線）の拡大を図る。

ー 人口動態の変化に対応：特にニーズに沿った農村医療の提供と介護、熟練

労働者確保の戦略と、これの農村地域への移住のさらなる進展を図り、人

口動態の変化に対応する。

この立法議会において不要な官僚主義の排除は、法の実践と奨励財源の利用

が、正に小中規模の企業、団体そして地方自治体にとって重要となる。

大都市圏からの企業の移住が 太陽光発電など自然エネルギーの

農村地域に経済力をもたらす。 生産は農村地域に収入を。
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ボランテイアで 洪水対策に取組み 農村地域の人口増による医師不足に

地域生活の機能を護る。 デジタルによる遠隔診察で対応

２ 間もなく申請可能：2024年４月の晩霜による果実とワイン用ぶどう被害に
ー被害農家に総額 4,650万ユーロ（約 76億円）の支援をー （2024・11・12）

オズデミール大臣は、EU ー支援規則に署
名し、ドイツの果物ーワイン用ぶどうの霜

害支援の道を明けた。これは 2024 年の特
定農業生産者の霜害支援規定である。これ

でもって 4 月の晩霜被害のために、総額
4,650万ユーロ（約 76億円 1ユーロ 164 りんごの花の霜害を確認する生産者

円で換算）を被災農家に支払う。

この支援金は EU ー危機援助でもって、被災したドイツの果物、ワイン用ぶど
う生産者に、支援金の支払い基盤がつくられた。

オズデミール大臣はこれについて述べた：”4月にりんごは満開の状態であり、
ぶどうは芽吹いていたその時期に、各地に未曽有な寒波が襲い収穫の見通しを

無くしてしまった。EU ー委員会は、我々のヨーロッパ隣国が霜害支援を特に
望んでないことで、ドイツの被害も考慮に入れないと私に述べた。そのため、

私はブリュッセルにおいて、我々ドイツの果物、ワイン用ぶどう生産者への霜

害支援を行うように強い要請を行い、成功を勝ち得た。

我々の規定で各州が被災した経営に対して、早急に支援金を渡せる道を開く

ことができた。霜害のための支援規則は、2024 年の晩霜で被災した農業生産
者のために 11月に発効する。この支援金申請は 2025年 1月 8日までに、管轄
する州事務所に行う。支援対象は霜被害の割合が、30%以上の経営である。金
額的には最低被害額 7,500 ユーロ（約 120 万円）以上が該当する。これでもっ
て多くの被災農家が援助金を受取ることができる。”



- 5 -

全ての申請書が到着次第、連邦補償法で被害を受けた農場の被害額を決定す

る。EU 財源は可能な限り最善に活用する。この EU 規定は、１経営当たり発
生した被害の 40%までを、補償の上限と設定している。各州はこの支援金を
2025 年 4 月 30 日までに支払う。この EU 財源に各州独自の上乗せは可能であ
る。その際 EU 法による国家補償法の最高奨励限度額に、留意しなければなら
ない。さらに被害の過大補償は除外する。

特に東ー南ドイツにおける 4月の晩霜は、果物ーワイン用ぶどうに著しい被
害を発生させた。全体的な被害額は該当する州の計算によると、約 2 億 8,600
万ユーロ（約 466 億 1,800 万円）である。作物や場所にもよるが、果物栽培に
おける収益損失は 20~100%の間にある。特に梨果（りんご、梨）、核果（スイ
ートチェリー、サワーチェリー、プルーン、西洋スモモ）並びにソフトフルー

ツ（イチゴ、ブルーベリーなど）、ワイン用ぶどうの被害は 30~100%の範囲に
ある。

2024年 4月 霜害を受けたりんごの花 りんご園に防霜用のタイマツを焚く

散水で防霜(散水氷結法) 凍結した花 葡萄園で夜通し防霜対策

防霜のために散水するぶどう畑 霜害を受けたぶどう
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３ 連邦食料・農業省：食品廃棄物削減のための食品企業の協定

ー 14社の食品企業が協定書に署名ー （2024・12・3）

連邦食料・農業省は、2023年 6月 27日
に卸売ー小売業の 14 社と、食品廃棄物削
減のための協定に署名した。署名した企

業は、自らが所有する食料供給チェーン

の上―下流における削減目標に責任を有

している。

食料廃棄物の削減協定に署名した企業

この協定は署名した時点から有効となり、2031年 12月 31日まで有効である。
食品廃棄物削減の目標達成に関しては、連邦食料・農業省の所管内で独立し

た機関である、市場経済分析のためのチューネン研究所がチェックを行う。

食品廃棄物の削減に対する結果報告は、この削減対策を実施した最初の年で

ある 2024年 12月 3日に公表され、そして前向きな結果を得ている。この報告
によると、多くの企業が食品廃棄物を大幅に削減し、合計で 24%と明確に削
減している。

誰がどれだけ多くの食品を捨てているか？

生産地で破棄

2%
一般家庭から 58%

加工 15%
家庭外からの食事

提供 18% スーパー等

販売店 7%

ドイツ全体で 1,080万ｔの食品が
捨てられている。

資料：2022年ドイツ連邦食料・農業省
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何がどれだけ捨てられているか？

調理屑 15% パン・焼き菓子 13%

飲 物 12%

果物・野菜 乳製品 9%
35%

その他 7%

肉・魚 調理済み食品

ソーセージ 4% 6%

家庭での投げ捨てが最も多い。 食品企業の製造工程でも多い。

１ 食品廃棄物の具体的な目標に対する食品企業の義務

卸売ー小売業の署名企業は、該当する食品廃棄物を大幅に削減することを、

この協定でもって義務づけられた。2025年までに約 30%、2030年に約 50％減
らす。これでもって企業は、2031 アジェンダの目標設定を責任をもって受入
れ、そして自らに義務づけた。

2 食品の他の目的への転送協力義務

食品廃棄物はどこで発生しているのか？既にこの協定発効前に多くの企業は、

自らの余剰食料を寄付している。この協定への署名でもってまだ食べられる食

品の慈善活動ターフェル（テーブルの意味、フードバンク）への提供を、強化

する義務が生じている。署名した企業の事業所の 90%が、最低でも適切な受
付け機関をもち、しっかりとした協力組織と提携している（フランスにおける

寄付義務に匹敵）。最初の結果報告は、まだ食べられる食品をフードバンクに

寄付といったような活動を報告している。
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企業から他の受入れ組織への転送（例えば仲介プラットホーム）または、自

企業内の従業員など協力者への提供が可能である。これは既に幾つかの企業で

実施されている。

３ 食品循環法による義務の具体化（サーキューラーエコノミー法・訳注）

この協定は食料の視点からサーキューラーエコノミー法を具体化している

（注意義務、有機物階層の 5 段階・訳注）。最上位の目的は、食品廃棄物の発
生防止である。この協定は活動中の商業を通じてではなく、飲食によって食料

を不必要にさせてはならないことを規定している。食品企業は最早人間の飲食

に使用されないか、または適さない食品を可能な限り高価値に活用または、再

利用に提供する（例えば、家畜の飼料向けに活用）。2023 年に全署名企業は、
適切な方法でもって、この義務を果たしている。

（訳注：食品等有機物の階層 5 段階～食品の廃棄物への回避から再利用そして除去まで 5
段階を規定し循環経済を促進する )

４ 食品の過剰を削減するための対策の具体化

企業は過剰量と返品量について、特別な対策を義務づけられている。同時に

食品供給チェーンの中で発生した過剰も、削減しなければならない。また、企

業内において過剰阻止のために、関係する従業員への研修を実施すること。他

の対策では、納入業者と消費者との関係（例えば、傷のある果物ー野菜の販売、

消費者意識の向上対策）で、廃棄物を減らすための購入ー販売に際しての接点

を大事にする。

これでもって企業は、他の分野における食料廃棄物と食品ロス（まだ食べら

れる食品が捨てられる）の削減に貢献する。この協定の政策カタログには、最

良の解決策を見い出すプロセス、物流、コールドチェーンの最適化も含まれて

いる。賞味期限の近い食品の値下げ販売、並びに過剰食料の利用可能な分野へ

のさらなる転送を支える対策が含まれている（例えば、フードバンクへの提供

による物流拡大、寄付プロセスにおける負担軽減のためのデジタル手段の利

用）。

５ 協定の実行ー透明生と拘束力

署名でもって企業は、すぐに活動する義務を負っている。企業は講じた対策

実行の遵守について説明責任を有している。この目的について毎年企業は公的

な報告書を、統一した様式で作成し、透明性と他企業との比較可能性を創り出

す。そして拘束力をもった実践を保証する。署名企業のこの公的な報告書は、

それぞれの企業内のヴェブサイトで閲覧可能である。
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説明責任は市場分析に関するチューネン研究所によって、チェックされる。

チューネン研究所は、連邦食料・農業省の所管分野における独立した科学機

関である。この研究所は企業が目標に合意した実践を追跡・分析し、そして内

々に提供された企業データとモニタリング報告における評価を要約する。これ

は毎年公開されている。食品廃棄物に反対する協定の実践において、特に分野

横断的な接点（インターフェース）において、小売業と連邦食料・農業省の連

携が継続されている。

該当する所管省庁との連携においては、連邦法務省、連邦財務省そして食料

法実行を管轄する州が、賠償責任―租税法上の裁量の余地を検討している。さ

らに食品廃棄物の発生回避は、場合によって生ずる対立規定をチェックする。

関係者は実用的な指針によって支援される（例えば、食料転送の手引き）。

６ 食品廃棄物対策に関する協定への署名

連邦食料・農業省は、2023年 6月 27 日に、食品卸売ー小売業 14社と署名を
行った。さらなる企業が次の時点でまた、この協定に加わることができる。

この協定はドイツ食料小売業協会によって後援されている。

デュツセルドルフの食品企業が スーパーは在庫食品を

まだ食べれる食品を寄付 フードバンクに寄付

スーパーの余剰食品を寄付
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フードバンクでの食品提供 高齢者の要望が多い。

ドイツは豊か。しかし多くの人々が

フードバンクへ。

2024・12・8 訳

青森中央学院大学

地域マネジメント研究所

中川 一徹
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